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は じ め に

　社会福祉の出発点は民間のボランティア（篤志家や社会事業家）の
活動であったが，そうした活動が安定して運営されるためには，政
策の支えが必要である。政策とは，何らかの活動が制度化・仕組み
化され，安定した運営基盤を備える形式に作り上げられた状態のこ
とである。どんな活動も，意気込みだけでは続かないため，いずれ
は政策として整備されることが必要となる。よって，社会福祉の実
践と政策は切り離すことのできない関係にある。
　しかしながら，社会福祉の領域において，政策理論の整備は十分
ではない。理論を前提とした学習も難しい状況である。福祉政策の
理論というのであれば，政策学や行政理論・財政理論，組織論，さ
らには一般社会理論の成果を十分に取り入れた理論構築でなければ
ならないはずである。また，こうした学問の成果を取り込んだ福祉
政策論の解説書が必要である。とはいえ，その作業はなかなか難し
い。
　よって，本書の第 1の目標は，政策学の成果を社会福祉学に取
り込み，福祉政策の企画・運営を理解する方法論を紹介することで
ある。本書では，福祉政策の前提となる政策課題，政策の実施過程
の特徴，政策手段としての計画と評価の各理論を取り上げている。
また，福祉政策の現在の位置づけを十分に捉えるために，分権や連
携・協働といったガバナンスの問題，実施体制の実際，政策を担う
人員とその専門性の問題，といった具体的な政策の状況についても
取り上げている。このような形で政策学として社会福祉の領域を議
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論することは，これまで社会福祉学の中では多くなかったのではな
かろうか。
　本書の第 2の目標は，新しい福祉政策のあり方を提言すること
である。社会福祉学の特徴は，実践との関連性を常に維持している
ということにある。社会福祉学に隣接する分野として，社会政策を
提案してきた経済学や，社会問題の分析を行ってきた社会学がある。
こうした分野での研究成果は，現状を分析する精度が高ければそれ
なりに評価を受ける。とはいえ，社会福祉学ではそうはいかない。
現状分析に加えて，分析した実践が望ましいものであるのかどうか
といった規範的考察や，望ましい実践を作り出す条件はどのような
ものであるかといった指針の提示が必要とされる。
　そのため，社会福祉学においてテキストや概説書を書くというこ
とは，独特の意味を伴うことになる。現状の紹介だけではなく，望
ましい実践や政策の提案が必要とされるのである。本書は福祉政策
の現状について整理し，さらに今後の方向性についても提案を行っ
ている。以下に，あらかじめ主な提案を挙げておきたい。本書のサ
ブタイトルには，「ローカルの視点から考える」とつけている。政
策の大きな枠組みを企画・立案する中央政府に焦点をすえるのでは
なく，政策が実現・運営される地方自治体を中心とした現場のアク
ターの抱える課題が中心となる。
　第 1の提案は，福祉政策だけではなく自治体行政全体における
「相談支援業務の主流化」という論点である。行政機関において
「相談」といえば，窓口での案内や受付での談話のように思われて
しまう。社会福祉が自治体政策の中心となる以前であれば，それで
も通用したのかもしれない。しかし，近年，「相談」の意味合いが
変わってきている。福祉政策の対象者や利用者となる市民は，自ら
のニーズを十分に理解していない場合もある。また，利用したくて
も制度を理解していないかもしれない。虐待などにより声を上げら
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れないのかもしれない。こうした人々のニーズを地域の中で発見し，
行政制度や地域の社会資源につなげていくプロセスを，社会福祉学
では「相談」と呼んでいる。これは，「ソーシャルワーク」とも呼
ばれている。このソーシャルワークこそ，福祉政策の「相談支援業
務」の核心であるが，このことは，住民や行政庁内において十分に
理解されていない。しかしながら，福祉政策が自治体の中での最大
の業務となった現在では，ソーシャルワークとしての相談支援業務
こそ自治体業務の主流である。本書はこの事実を強く訴えていきた
い。
　2つ目の提案は，「アクターの主体性と分権の重視」という論点
である。ソーシャルワークとしての相談支援業務を実践するには，
その担い手の主体性が以前よりも重視されなければならない。とは
いえ，日本における政策運営は長らく集権融合型とされてきた。中
央政府に権限と財源が集まり政策立案が行われ，地方はその実施運
営だけを任される構造となっていた。福祉政策でも，戦後再建期に
はこの仕組みが採用され，当時は合理的であった。この時期には，
政府の福祉制度実施・運営責任が明確でなかったため，全国に必要
な福祉制度が行き渡っていなかった。こうした状況を克服するため
に，中央で基準を定め，一斉に全国で整備する手法は，スピード感
をもって制度を実現させるのに都合がよかった。ここで適用された
基準は「ナショナル・ミニマム」と呼ばれる。中央がナショナル・
ミニマムを決めてしまえば，全国どこに行っても最低限のサービス
は整備される。
　しかし，この仕組みには欠点があった。実施運営を任された地方
自治体は，受け身で指示を待つだけになってしまい，業務効率が落
ち込んでしまう。また，地域に最適な制度設計のための創造性も発
揮されないことになる。こうした欠点を改善するためには，権限と
財源を地方自治体に委譲し，主体的な決定のもとで業務を遂行でき
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るような環境を整えていく必要がある。そのためにめざされたのが
1999（平成 11）年の地方分権一括法をはじめとする一連の「地方分
権」改革であった。地方分権によって地方自治体の仕事の魅力が増
し，自発的な地域づくりの文化が育ってきた。このように，地方の
住民と自治体に権限を委譲し，自治体と住民の主体性を発揮するよ
う制度環境を整えるという方向性は，今後も必要である。
　とはいえ，福祉制度の整備状況に地域差が生まれ，自らの住所に
よって受けられる支援が異なったり，必要な支援が整備されず放置
されたりする懸念も生まれた。地域の活力のための地方分権を重視
するあまり，その負の側面に目を向けないわけにはいかない。時に
は，ナショナル・ミニマムのための中央主導による修正が必要な場
面もある。
　3つ目の提案は，「政策企画運営の多元化」（ガバナンスの多元化）
という論点である。これまでの福祉政策では，国家や地方自治体等
の行政機関が政策の企画運営を担ってきた。国家内で徴税し，法令
によりルールを定める独占権をもつため，政策の運営基盤を用意す
ることができたからである。しかし，これからの時代は政策を企画
運営するのは行政機関だけではない。企業・団体や NPO等の中に，
行政と同じ力量をもったさまざまなアクターが生まれ，政策に参入
する時代になりつつある。行政とその他の団体が連携・協働しなが
ら政策形成する状況を「パブリック・ガバナンス」と呼ぶ。戦後の
福祉政策は国家責任を明確化することが目標とされてきたので，福
祉政策の企画運営は国家に一元化されるのがよいと考えられた時期
もあった。しかしながら，ニーズの量的拡大・多様化や国民国家の
相対化といった新しい時代状況に対応して，福祉政策を担うアク
ターが重層化する「福祉多元主義」は当然のものとされるように
なった。この状況の現代における到達点を確認する必要があるだろ
う。
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　本書は以上の提案を軸として展開するため，一貫性のある記述を
心掛けている。その一方で，それぞれの章を独立したものとして読
むこともできるような構成にもなっている。一貫性のある理論を扱
う理論書として初めから終わりまで通して読んでもよいし，適宜必
要なところだけを読む参考書のように読書してもよい。そのため，
各章冒頭には簡単なイメージ図（Chapter structure）をつけ，各章の
概略が一目で理解しやすいようにしてある。イメージ図を参考に，
読む章を選択してほしい。
　最後に，本書の構成についてあらかじめ触れておきたい。
　第Ⅰ部は，「福祉政策の基礎理論」を扱う。まずは福祉政策とは
何かについて，社会政策や社会保障政策といった隣接領域との違い
を明確にしながら説明する（第 1章）。その後，福祉政策の歴史（第
2章）や現代における社会的背景について取り上げる（第 3章）。
　第Ⅱ部は，「福祉政策の政策過程」を扱う。政策学の成果がどの
ように社会福祉学に適用できるかを紹介する箇所である。政策手段
（第 4章），政策過程（第 5章），統治理論・ガバナンス理論（第 6章），
計画と評価（第 7章）等についての各種理論がここでの対象である。
　第Ⅲ部は，「福祉政策の実施体制」を扱う。具体的な福祉政策に
どのようなものがあるかを，機構論を中心として取り上げる。福祉
政策の実施体制（第 8章），公私関係論（第 9章），相談支援業務（第
10章），福祉政策実施における専門性（第 11章），福祉財政（第 12章）
について説明している。
　第Ⅳ部は，「福祉政策の実際」を扱う。福祉政策が実際にどのよ
うに実施されているか，大都市（第 13章）と中小都市（第 14章）に
分けて事例分析を行う。福祉政策が現実にどのように実施・運営さ
れているか明確なイメージをもつことができるだろう。
　最後に，福祉政策の今後の課題を確認し将来展望を行う（第 15
章）。
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　それぞれの章は 2人の著者が自分の担当章に責任をもって執筆
しているが，共同して調査を実施し，互いの内容を綿密に確認しな
がら作業を進めた。よって，一応執筆箇所は明記するが，どの箇所
も共作であると考えてもらってよい。
　本書の執筆においては，有斐閣の松井智恵子さんのお世話になっ
た。担当編集者として，定期的にオンラインでの実施を中心とした
会議を呼び掛けていただき，遅々として進まない執筆や調査に根気
強くお付き合いいただいた。この場を借りて厚く御礼申し上げたい。

2024年 10月

 畑本裕介・木下武徳
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社会福祉士養成カリキュラム対応表
教育に含む
べき事項　 想定される教育内容の例 本書で対応

する章　　
①社会福祉の
原理

1．社会福祉の
原理を学ぶ
視点

・社会福祉の歴史，思想・哲学，理
論，社会福祉の原理と実践

・社会福祉学の構造と特徴

第 1章
第 2章

②社会福祉の
歴史

1．社会福祉の
歴史を学ぶ
視点

・歴史観，政策史，実践史，発達史，
時代区分

・日本と欧米の社会福祉の比較史の
視点

第 2章第 1節
第 3章第 1節

2．日本の社会
福祉の歴史
的展開

・慈善事業，博愛事業
・社会事業
・社会福祉事業
・社会福祉

第 2章第 3節

3．欧米の社会
福祉の歴史
的展開

・救貧法
・慈善事業，博愛事業
・社会事業，社会保険
・福祉国家，福祉社会
・国際的潮流

第 2章第 2節

③社会福祉の
思想・哲学，
理論

1．社会福祉の
思想・哲学

・社会福祉の思想・哲学の考え方
・人間の尊厳
・社会正義
・平和主義　等

第 3章第 3節

2．社会福祉の
理論

・社会福祉の理論の基本的な考え方
・戦後社会福祉の展開と社会福祉理
論

・社会福祉の理論（政策論，技術論，
固有論，統合論，運動論，経営論）

・欧米の社会福祉の理論

第 1章
第 3章第 1節
第 6章第 2節

3．社会福祉の
論点

・公私関係，効率性と公平性，普遍
主義と選別主義，自立と依存，自
己選択・自己決定とパターナリズ
ム，参加とエンパワメント，ジェ
ンダー，社会的承認

第 4章
第 9章
第 15 章

4．社会福祉の
対象とニー
ズ

・ニーズと需要の概念
・社会福祉の対象とニーズ
・ニーズの種類と次元
・ニーズの理論とその課題

第 3章
コラム 2

④社会問題と
社会構造

1．現代におけ
る社会問題

・貧困，孤立，失業，要援護性，偏
見と差別，社会的排除，ヴァルネ
ラビリティ，ニューリスク，依存
症，自殺

第 3章第 2節

2．社会問題の
構造的背景

・低成長経済，グローバル化，少子
高齢化，人口減少社会，格差，貧
困，社会意識・価値観の変化

第 15章
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⑤福祉政策の
基本的な視
点

1．福祉政策の
概念・理念

・現代の社会問題と福祉政策
・福祉政策の概念・理念
・福祉政策と社会保障，社会政策
・福祉レジームと福祉政策

第 1章
コラム 4

⑥福祉政策に
おけるニー
ズと資源

1．ニーズ ・種類と内容
・把握方法

コラム 2

2．資源 ・種類と内容
・把握方法
・開発方法

第 5章

⑦福祉政策の
構成要素と
過程

1．福祉政策の
構成要素

・福祉政策の構成要素とその役割・
機能

・政府，市場（経済市場，準市場，
社会市場），事業者，国民（利用
者を含む）

・措置制度
・多元化する福祉サービス提供方式

第 6章
第 9章

2．福祉政策の
過程

・政策決定，実施，評価
・福祉政策の方法・手段
・福祉政策の政策評価・行政評価
・福祉政策と福祉計画

第 4章
第 7章

⑧福祉政策の
動向と課題

1．福祉政策と
包括的支援

・社会福祉法
・地域包括ケアシステム
・地域共生社会
・多文化共生
・持続可能性（SDGs 等）

第 14 章
第 15 章

⑨福祉政策と
関連施策

1．関連政策 ・保健医療政策，教育政策，住宅政
策，労働政策，経済政策

第 1章

⑩福祉サービ
スの供給と
利用過程

1．福祉供給部
門

・公的部門（政府・地方公共団体）
・民間部門（営利・非営利），ボラ
ンタリー部門，インフォーマル部
門

・部門間の調整・連携・協働

第 8章
第 9章

2．福祉供給過
程

・公私（民）関係
・再分配，割当
・市場，準市場
・福祉行財政，福祉計画
・福祉開発

第 7章
第 9章
第 11 章
第 12 章

3．福祉利用過
程

・スティグマ，情報の非対称性，受
給資格とシティズンシップ

⑪福祉政策の
国際比較

1．福祉政策の
国際比較

・国際比較の視点と方法
・福祉政策の類型（欧米，東アジア
等）

コラム 4
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施策施策

 

　本章では，本書のタイトルにある「福祉政策」とは何かを解説す
る。本書では，「社会福祉政策」とはいわず，「福祉政策」としてい
る。その理由は，今日の福祉問題は，就労や住宅，教育など，これ
までの既存の社会福祉の範囲を超えた対応が求められてきているこ
とにある。それを理解するために，第 1に，福祉政策の中心的課
題である「社会福祉」とは何か，また，なぜ社会福祉が必要なのか
を検討する。第 2に，公共政策，社会政策，社会福祉政策と対比
しながら福祉政策とは何かを明らかにする。第 3に，福祉政策を
ローカルの視点から見る意義について解説する。

本章の概要
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　社会福祉の意味
　まず，福祉政策の中心的な概念である「社会福祉」とは何かを考
えてみよう。そもそも「福祉」という言葉は，漢字の字義からも示
されるように神様の恵み，そこから転じて「幸福」を意味するとい
われている。福祉の英語訳は「ウェルフェア（welfare）」とされる
が，それも「良い（well）」と「暮らし（fare）」が合わさった言葉で
ある。「ウェルフェア」と同じような意味合いでよく使われる言葉
にウェルビーイング（well-being）がある。これも「良く（well）」，
「あること（being）」と，すべての人が「より良く生きること」とい
う意味あいがある。
　近年，福祉，ウェルフェアに代わってウェルビーイングがよく使
われるようになってきている。その理由は，「福祉」も「ウェル
フェア」も歴史的に見て長く使われてきたため，日本やアメリカ等
では生活のために何らかの支援が必要な人に対して保護し，援助す
るという意味あいが強く，公的扶助や介護，保育等をイメージされ
ることが多い。それに対して，ウェルビーイングは支援が必要な人
に限らず，より多くの人に健康や自己実現や健康などのより良い状
態をもたらすものとして理解されている（笠師　2023：51―54）。
　しかし，スピッカーはウェルビーイングに注目するならこれまで
以上に余暇活動や消費行動に関心を向けなければならず，社会福祉
とは言い難い内容になってくるのではないかと注意を促している。
すなわち，社会福祉はウェルビーイングの状態にない人々，つまり
生活に問題を抱えているために援助が必要な人々に，各種のサービ
スを提供することを前提にしているという（Spicker　1995 ＝ 2001：5）。

社会福祉とは何か1
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　さて，「社会福祉（social welfare）」とは何であろうか。福祉の前
に「社会」がついているが，この「社会」がついていることで福祉
はどういう意味になるのかを考えてみよう。
　第 1に，社会福祉の社会とは社会問題対策という意味をもつ。
貧困問題や介護問題などの生活問題が単に個々人の問題ではなく，
世界恐慌，オイルショック，バブル崩壊，リーマンショック，コロ
ナ禍などの経済危機や人口移動・人口減少，少子高齢化，格差社会
化など社会的に生み出され，社会問題対策として認識されるという
ことである。
　第 2に，社会的な取組みという意味である。福祉は個人の幸せ
という意味だと考えると，福祉は個人的な取組みであると考えられ
る。しかし，「社会福祉」といった場合，国や地方自治体によって
社会制度として社会福祉に取り組むことを意味する。この場合の社
会福祉とは，人々の抱えている社会問題に対応するための年金や医
療，介護保険，障害者福祉サービス，保育所，生活保護等の諸制度，
ケースワークや介護，保育などの具体的な支援や活動という実態を
伴うものを指している。これを社会福祉の実態概念という。
　第 3に，社会全体の幸福という意味である。社会福祉とは社会
に住む人々全体が幸せになれるように取り組むという意味あいがあ
る。とくに，近年，社会的排除や社会的孤立が社会問題として認識
され，それに対応する社会的包摂や地域共生社会，「誰ひとり取り残
さない（No one will be left behind）」というキーワードが注目を集め
る中で，その意味あいは強くなってきている。ここでいう社会福祉
とは，望ましい状態やめざすべき理念等を指している。これを社会
福祉の目的概念という（一番ヶ瀬　1994：214）。
　このように見ると，社会福祉とは，社会問題に直面している人々
に対して，諸制度を通して支援したり，社会的に取り組んだりする
ことによって，その社会に暮らす人々全体の幸福を高めることであ
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るといえよう。つまり，社会福祉と一言でいっても目的概念と実態
概念の 2つの見方がある。ただし，社会福祉は制度や支援，活動
という実態概念として捉えられることが一般的である。

　社会福祉が行われる理由
　次に，なぜ社会福祉が存在するのかを考えてみよう。その前提と
して，私たちはどのようにして生き，生活しているのかを考えてお
きたい。現代社会では，多くの人が労働者かその家族である。つま
り，会社や役所等も含めて誰かに雇われて働き，その引き換えに賃
金・給料を得て，そのお金で必要な食料や衣服を買い，家賃や光熱
費等を支払って生活している。しかし，たとえば，災害で失業した
り，賃金が少なすぎたりして，食費や家賃等が支払えず，生活が破
綻しそうになることがある。このとき，震災時の義援金やフードバ
ンクなどの寄付によって生活ができるかもしれない。しかし多くの
場合，このような寄付は生活に必要なものの一部であり，一時的な
支援でしかない。そのようなとき，雇用保険や年金，生活保護等で
現金給付を得ることで生活ができるようになるかもしれない。この
ように，働いても十分な収入が得られなかった場合に，社会福祉制
度による給付や支援が行われる必要が生じる。
　では，そうした給付や支援をなぜ国や地方自治体が行うのだろう
か。これを 3つの側面から考えてみたい。第 1に，民主主義また
は国家を維持するためである。現代の国家は社会契約によって成り
立っており，日本国憲法でうたわれているように，国を統治する主
権者は国民であり，国や自治体は国民や住民の生命や生活，権利を
守るために存在する。そのため，国民や住民の生命や生活，権利を
守るために社会福祉を実施するのである。これによって，社会にお
ける貧困者や障害者などのマイノリティにある人々が差別されたり，
排除されたりすることを抑制し，社会的包摂・社会統合が果たされ，
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平和で安定的な社会を構築することができる。
　第 2に，資本主義を維持するためである。資本主義社会では利
益追求をすることが至上命題となり，そのために労働者の賃金を下
げ（搾取），消費者には高い値段で商品を売る（収奪）ことで大きな
利益を得ようとする。そうすると，労働者は生活できなくなり，貧
困に陥り，病気になったりして，働き続けられなくなる。またそう
すると，子どもを産み，育て，教育することが難しくなる。その結
果，現在および将来の労働者が確保できなくなり，商品も売れなく
なり，経済が低迷し，会社も儲からなくなる。しかし，社会福祉を
実施することにより，その問題は緩和されるのである。
　第 3に，社会統制（social control）をするためである。社会統制と
は，地域社会の治安維持や社会支出を抑制するために人々を社会的
にコントロールすることである。イギリス等の社会福祉の歴史を見
れば，イギリスの救貧法では，都市に集まる貧困者を地方に強制送
還したり，貧困者を施設（ワークハウス）に収容し強制労働させた
りした。戦後，日本では障害者や高齢者を山里の施設に入所させた。
現在では，公的扶助を利用するのにボランティア活動や就労条件を
課すワークフェア，介護支出を抑制しようと高齢者に筋トレを勧め
る介護予防などが行われている。このように，人々の行動を統制す
る手段としても社会福祉が行われるのである。

 

　政策とは
　社会福祉の意味が見えてきたところで，次に福祉政策とは何かを
考えていきたい。まず，「政策」とは何かを考えてみよう。ケンブ
リッジ英語辞典によれば，「政策」（policy）とは集団や企業，政府，

福祉政策の位置づけ2
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政治団体によって公式に合意された，特定の状況の中で何をすべき
かについての一連の考えや計画をいう。英語では，政府や政治団体
だけでなく，集団，企業等が主体となる場合も含む。しかし，日本
では一般的に「政策」というと政府や地方自治体の策定した公共問
題に対応する方針を示したものをいうことが多い。公共問題とは，
政府や自治体が取り組むべき地域や市民生活上の問題をいう。地域
や市民生活上にはさまざまな問題がある。その中で，社会的に対応
すべきものとして問題になっているものを社会問題という。その社
会問題の中で政府や自治体が対処すべき問題として承認されたもの
を公共問題という（秋吉　2020：27）。
　この公共問題に対しては，まずは政府や自治体がどのように対応
していくのか，そのめざす方向性，目標である「方針」として示す。
こうした公共問題に対する方針を「政策」というが，実際には方針
のみならず，その具体的な施策や事業まで含めて政策といわれるこ
とも多い。政策が示される場を挙げると，たとえば，政府方針説明，
市長演説，さまざまな社会計画，法律や条例，予算などで政策が示
されるが，その場合あまり方針と施策等の区別がつけられずに語ら
れることが多い。つまり，政策には，公共問題に対する方針に加え
て，その方針を具体化した「施策」，その施策を具体化した「事業」
を含むということである。正確には，これら方針，施策，事業の 3

つを合わせて政策体系という（秋吉　2020：34）。
　政策体系について，たとえば，東京都大田区で 2024年から実施
されている「おおた高齢者施策推進プラン―大田区高齢者福祉計
画・第 9期大田区介護保険事業計画」を見ると，基本目標 1とし
て「一人ひとりが生きがいや役割をもって輝けるまち」とあり，そ
の中に 3つの施策「1　高齢者の就労・地域活動の支援」「2　多様
な主体による介護予防・生活支援の充実」「3　介護予防・フレイ
ル予防の推進」が設定されている。このうち，「1　高齢者の就



表 1―1　おおた高齢者施策推進プラン（2024 年）に見る政策体系の例　 

出所：東京都大田区（2024：91―93）より一部抜粋して作成。

方　針 施　策 事　業

一人ひとりが生きが
いや役割をもって輝
けるまち

1�　高齢者の就労・
地域活動の支援

・大田区いきいきしごとステーション
の充実（就労支援）

・シニアクラブの活性化
・シルバー人材センターへの支援
・シニアステーション糀谷（就労支援
事業）

・いきいき高齢者入浴事業

10　第Ⅰ部　福祉政策の基礎理論

労・地域活動の支援」の「施策を支える事業・取組」を見てみると，
「大田区いきいきしごとステーションの充実」「シニアクラブの活性
化」「シルバー人材センターへの支援」「シニアステーション糀谷
（就労支援事業）」「いきいき高齢者入浴事業」の事業が記載されてい
る（表 1―1参照）。こうした方針（基本目標），施策，事業をあわせて，
政府や自治体の政策体系をまとめて「政策」と捉えることもある。

　福祉政策の位置
　さて，先述のように英語圏では「policy」（政策）は必ずしも政府
や自治体によるものではないため，政府や自治体による政策である
ことをより明確にするため公共政策（public policy）という言葉が使
われている。公共政策には政府の政策のほとんどのものが含まれる。
武川（2011）によれば，公共政策は主に 3つの政策に分けて考えら
れる（図 1―1参照）。第 1に，秩序政策（law and order）であり，社会
の秩序を維持するための政策である。秩序政策には，警察や国防，
司法等が含まれる。第 2に，経済政策（economic policy）であり，
経済の安定や発展を直接の目的とした政策である。経済政策には，
金融政策や財政政策，産業政策等が含まれる。第 3に，社会政策
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